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「令和２年版厚生労働白書」において、掲載内容に誤りがございました。ご迷惑をお掛けしましたことをお詫びするとともに、以

下のとおり訂正させていただきます。 
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（2）国・地方公共団体における雇用状況
2019（令和元）年6月1日現在の障害者任免状況＊4については、国の機関（法定雇用

率2.5％）に勤務している障害者数及び実雇用率が7,577.0人（対前年比94.2％増）及び
2.31％（対前年差1.09ポイント増）であった。
また、都道府県の機関（法定雇用率2.5％）が9,033.0人（対前年比9.6％増）及び

2.61％（対前年差0.17ポイント増）であり、市町村の機関（法定雇用率2.5％）が
28,978.0人（対前年比6.8％増）及び2.41％（対前年差0.03ポイント増）であった。
さらに、都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.4％）が13,477.5人（対前年比6.9％

増）及び1.89％（対前年差0.01ポイント減）であった。

（3）ハローワークにおける職業紹介状況
2019（令和元）年度のハローワークを通じた障害者の就職件数は、103,163件（対前

年度比0.8％増）であった。このうち、身体障害者は25,484件（対前年度比5.1％減）、
知的障害者は21,899件（対前年度比1.5％減）、精神障害者は49,612件（対前年度比
3.3％増）、その他の障害者（発達障害、難病、高次脳機能障害などのある人）は6,168件
（対前年度比18.5％増）となった。
また、新規求職申込件数は223,229件（前年度比5.7％増）であった。このうち、身体

障害者は62,024件（前年度比1.3％増）、知的障害者は36,853件（前年度比2.9％増）、
精神障害者は107,495件（前年度比6.1％増）、その他の障害者は16,857件（前年度比
30.8％増）であった。
こうした中で、就職率は46.2％（対前年度差2.2ポイント減）であった。このうち、身

体障害者は41.1％（対前年度差2.7ポイント減）、知的障害者は59.4％（対前年度差2.7
ポイント減）、精神障害者は46.2％（対前年度差1.2ポイント減）、その他の障害者は
36.6％（対前年度差3.8ポイント減）であった。

	3	公務部門における対象障害者の不適切計上事案
（1）事案が判明した経緯
国及び地方公共団体の機関（法律の規定としては任命権者）は、毎年、6月1日現在の

障害者の任免に関する状況を、厚生労働大臣に対して通報しなければならないものとされ
ている。この通報に基づいて集計された、2017（平成29）年6月1日現在の障害者の任
免状況については、民間企業における障害者の雇用状況と併せ、「平成29年　障害者雇用
状況の集計結果」として、同年12月12日に公表していた。
2017年に厚生労働省が各機関から通報を受け、同年12月までに集計し公表した際に

は、国の行政機関においては、全体で、障害者の数は6,867.5人、実雇用率は2.49％に
達し、各機関ごとにみても、33機関中1機関を除いて法定雇用率を達成しているものと
されていた。さらに、未達成であった1機関についても同年度末までに達成に至ったこと
が報告されていた。
2018（平成30）年5月以降、各機関からの通報について、障害者の範囲の確認が適切

＊4	 対象障害者を1人以上雇用する義務がある機関（常時勤務する職員が40.0人以上。ただし、都道府県等の教育委員会の場合は42.0人以
上。）については、毎年6月1日時点の障害者の任免状況を通報することになっている。雇用率カウントの取扱いは、民間企業と同様で
ある。
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さらに、都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.4％）が13,477.5人（対前年比6.9％
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2019（令和元）年度のハローワークを通じた障害者の就職件数は、103,163件（対前

年度比0.8％増）であった。このうち、身体障害者は25,484件（対前年度比5.1％減）、
知的障害者は21,899件（対前年度比1.5％減）、精神障害者は49,612件（対前年度比
3.3％増）、その他の障害者（発達障害、難病、高次脳機能障害などのある人）は6,168件
（対前年度比18.5％増）となった。
また、新規求職申込件数は223,229件（前年度比5.7％増）であった。このうち、身体

障害者は62,024件（前年度比1.3％増）、知的障害者は36,853件（前年度比2.9％増）、
精神障害者は107,495件（前年度比6.1％増）、その他の障害者は16,857件（前年度比
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体障害者は41.1％（対前年度差2.7ポイント減）、知的障害者は59.4％（対前年度差2.7
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は、国の行政機関においては、全体で、障害者の数は6,867.5人、実雇用率は2.49％に
達し、各機関ごとにみても、33機関中1機関を除いて法定雇用率を達成しているものと
されていた。さらに、未達成であった1機関についても同年度末までに達成に至ったこと
が報告されていた。
2018（平成30）年5月以降、各機関からの通報について、障害者の範囲の確認が適切
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上。）については、毎年6月1日時点の障害者の任免状況を通報することになっている。雇用率カウントの取扱いは、民間企業と同様で
ある。
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また、新規求職申込件数は223,223件（前年度比5.7％増）であった。このうち、身体
障害者は62,022件（前年度比1.3％増）、知的障害者は36,852件（前年度比2.9％増）、
精神障害者は107,493件（前年度比6.1％増）、その他の障害者は16,856件（前年度比
30.8％増）であった。
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